
様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町農業者原油価格・物価高騰臨時対策補助金 

担 当 部 署 協働推進部 産業経済課 農政係 

担 当 者 名        田中 悠也 

補助対象    

国際情勢等に伴う肥料価格の高騰に加え、コロナ禍において原油価格・物価高騰の

影響を受けた農業者の農業経営の安定化を図り、もって消費者に安全な農畜産物を供

給することを目的として、肥料等の購入に係る経費に対し瑞穂町農業者原油価格・物

価高騰臨時対策補助金を予算の範囲内において交付します。 

規 程 等   

瑞穂町農業者原油価格・物価高騰臨時対策補助金交付要綱（作成中） 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

（１）補助対象者  

申請時点で１年以上継続して事業を営んでおり、瑞穂町内に住所を有する農産物販

売金額年間５０万円以上の販売農家で、今後も営農を継続する意思のある方 

（２）補助対象経費 

肥料費、飼料費、動力光熱費 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

国際情勢等の影響による農産物栽培用肥料原料の価格高騰により、肥料の大幅な値上げ

が予定されており、瑞穂町の農業者の負担軽減及び経営を安定的に維持、発展させるため、

緊急的な支援を行うことが必要です。 

補助金額及び補助割合 

①直近の確定申告時に申告した肥料費の５０％（千円未満切り捨て） 

②直近の確定申告時に申告した飼料費の１０％（千円未満切り捨て） 

③直近の確定申告時に申告した動力光熱費の２０％（千円未満切り捨て） 

①、②、③の合計額を補助金額とする。ただし、給付上限額を２０万円とする。 

 

令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事業として実

施します。 

実施期間 

 令和４年１０月１２日（水）から令和５年１月３１日（火）まで 

その他 

国際情勢の影響を受け、肥料等が史上最高値まで上昇し、今後も高い水準での推移

が見込まれるため、農業者支援については、燃料費に加え肥料等も補助する考えによ

り、上限額を２０万円と設定しました。 
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瑞穂町農業者原油価格・物価高騰臨時対策補助金（案）  

  

令和 年  月  日 

告 示 第    号 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、国際情勢等に伴う肥料価格の高騰に加え、コ

ロナ禍において原油価格・物価高騰の影響を受けた農業者に対し

て、農業の安定化を図り、もって消費者に安全な農畜産物を供給

するため、肥料等の購入に係る経費に対し、瑞穂町農業者原油価

格・物価高騰臨時対策補助金（以下「補助金」という。）を予算

の範囲内において交付することに関し、必要な事項を定めるもの

とする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において「税申告」とは、法人税法（昭和４０年

法律第３４号）第７４条による確定申告、所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第１２０条による確定所得申告及び地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第３１７条の２による市町村民税の申

告をいう。  

（補助金の交付対象者 ) 

第３条  補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれの要件

も満たす農業者とする。   

（１）町の区域内に住所を有する者で、第６条の規定による申請時

点で１年以上継続して事業を営んでいること。  

（２）直近の税申告（法人にあっては、第６条に規定する補助金の

交付申請を行う直前の事業年度における税申告とする。以下同

じ。）をした者のうち、農産物販売金額が年間５０万円以上で

あること。  

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくはその利

益となる活動を行う団体又は同条第６号に規定する暴力団員

でないこと。  

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２

３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊



 
営業又は金融・貸金業等、町が公的な補助対象として社会通念

上適切ではないと判断する業種を営む者でないこと。  

（５）補助金の交付後も営農を継続する意思があること。  

（６）国、東京都その他の公的な機関により、次条に規定する補助

金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

に対する補助等をこれまでに受けておらず、かつ、今後も受け

ないこと。  

（補助金の対象経費 )  

第４条  補助対象経費は、直近の税申告にて農業に係る経費として

申告したもののうち、肥料費、飼料費及び動力光熱費とする。  

（補助金の額 ) 

第５条  補助金の額は、補助対象経費のうち肥料費の５０％、飼料

費の１０％、動力光熱費の２０％を加えて得た額（千円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とし、２０万円を

限度とする。  

（補助金の申請 ) 

第６条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、町長が指定する日までに、瑞穂町農業者原油価格・物価高騰

臨時対策補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる

書類を添えて、町長に提出しなければならない。   

（１）直近の税申告に係る書類  

（２）誓約書（様式第２号）  

（３）振込先口座の通帳の写し等（口座名義・口座番号の分かるも

の）  

（４）その他町長が必要と認める書類  

（交付決定等）   

第７条  町長は、前条の規定による交付申請があったときは、その

内容を審査の上、速やかに補助金の交付の可否を決定し、交付す

るものと決定したときは、瑞穂町農業者原油価格・物価高騰臨時

対策補助金交付決定通知書兼確定通知書（様式第３号）により、

交付しないものと決定したときは、瑞穂町農業者原油価格・物価

高騰臨時対策補助金不交付決定通知書（様式第４号）を申請者に

通知するものとする。  



 
（交付決定の取消し等 ) 

第８条  町長は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消し、又は補助金を既に交付している場合は、その全部

又は一部の返還を命ずることができる。  

（１）補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したと  

  き。  

（２）事業等の実施方法が不適当であると認めるとき。  

（３）その他不正行為があったと認めるとき。  

（補助金の交付）  

第９条  町長は、第７条の規定により補助金の額を確定したときは、

速やかに補助金を交付するものとする。  

（補則）   

第１０条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必

要な事項は、瑞穂町補助金等交付規則（平成１８年規則第１１号）

に定めるところによる。  

 

附  則   

 （施行期日）  

１  この告示は、告示の日から施行する。  

 （失効）  

２  この告示は、令和５年１月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに第６条に規定する申請がされたものについては、

この告示の失効後も、なおその効力を有する。  

 



補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対策補助金 

担 当 部 署 協働推進部 産業経済課 商工係 

担 当 者 名        村田、保坂 

補助対象    

コロナ禍において原油価格・物価高騰の影響を受けている町内の中小企業者等に対

して、燃料等の購入に係る経費を補助することにより、中小企業者等の経営の安定化

を図り、もって町の産業振興に寄与することを目的とします。 

 

規 程 等   

瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対策補助金交付要綱（作成中） 

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

（１）補助対象者  

申請時点で１年以上継続して事業を営み収入を得ており、主たる事務所、事業所そ

の他これらに準ずるものの所在地が瑞穂町内にあり、今後も事業を継続する意思のあ

る者 

（２）補助対象経費 

燃料費（ガソリン、軽油、重油、灯油等）、光熱費（電気、ガス等） 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

新型コロナウイルス感染症によって影響を受けている状況が続いていることに加え、国

際情勢などの影響により、世界規模で不確実性が高まり、原油等の国際価格は変動を伴い

つつ、高い水準で推移しています。また、併せて液化天然ガスや石炭などの輸入価格の上

昇が主な要因として、電気料金も高い水準となっており、今後も高い水準で推移すること

が予想されています。これらのことから、ガソリン等の燃料、電気及びガスを利用してい

る、瑞穂町の中小企業者等の負担軽減及び経営の安定化を図るため、速やかに緊急的な支

援を行うことが必要です。 

 

補助金額及び補助割合 

直近の決算額１年分の燃料費及び光熱費の２０％を補助し、上限額は１０万円とします。 

令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事業として実

施します。 

 

実施期間 

 令和４年１０月１２日（水）から令和５年１月３１日（火）まで 

 

その他 

新型コロナウイルス感染症や国際情勢の影響を受け、原油価格及び電気料金が高い

水準で維持しており、今後も同様の状況が続くことが見込まれます。こうしたことか

ら、多くの事業所に影響を及ぼしていることを鑑み、様々な業種、多くの事業所に広

く給付できるよう、上限額を設定するとともに、手続きの簡素化や添付書類を最低限

にするなど、申請しやすい環境を整備します。 
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   瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対策補助金交付

要綱（案） 

 

令和４年 月  日 

告 示 第   号 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響

を受けた中小企業者等に対し、瑞穂町中小企業者等原油価格・物

価高騰臨時対策補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内

で交付することにより、中小企業者等への負担を軽減し、もって

町の産業振興に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「中小企業者等」とは、中小企業基本法

に基づく中小企業者および個人事業主であり、次の各号のいずれ

にも該当する者をいう。 

（１）主たる事務所、事業所その他これらに準ずるものの所在地が

瑞穂町（以下「町」という。）の区域内にあり、事業等を営み事

業収入を得ていること。 

（２）法人にあっては、令和４年１月１日の時点において、資本金

の額又は出資の総額が１０億円未満であること。ただし、資本

金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用す

る従業員の数が２，０００人以下であること。 

（３）瑞穂町暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条第１

号の暴力団又は同条第３号の暴力団関係者（法人にあっては、

その役員等が当該暴力団関係者）でないこと。 

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２

３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業又はこれに係る同条第１３項に規定する接客業務受託営業

を行う者でないこと。 

（５）政治団体でないこと。 

（６）宗教上の組織又は団体でないこと。 

（７）前各号に掲げる者のほか、補助金の目的に照らして適当でな



いと町長が認める者でないこと。 

２ この要綱において「収入」とは、農業収入を除くものをいう。 

 （交付対象者） 

第３条 給付金の交付対象者は、中小企業者等のうち次の各号に掲

げる要件のいずれにも該当する者とする。 

（１）第６条の規定による申請の時点において、事業等を営み１年

以上経過し、かつ、今後も継続して事業等を営む意思を有して

いること。 

（２）第６条の規定による申請の時点において、瑞穂町農業者原油

価格・物価高騰臨時対策補助金交付要綱（令和４年告示第   

号）に規定する補助金の交付を受けておらず、かつ、当該補助

金の申請を予定していないこと。 

（３）補助金の申請時点で納期が到来している町税に未納がないこ

と。 

（４）この要綱による補助金の交付を受けたことがないこと。 

 （補助金の対象経費） 

第４条 補助金の対象経費となるのは、直近の決算書に記載のある

経費のうち、ガソリン、軽油、重油、灯油等の燃料費にあたるも

の及び、電気代、ガス代等の光熱費（以下、「燃料費等」という。）

にあたるものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、１０万円を超えない範囲内で、直近の決算

書のうち、前条に規定する対象経費の２０パーセント（その額に

１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）と

する。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対策補助金交付申

請書兼請求書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、別に

定める日までに町長に申請しなければならない。 

（１）直近の確定申告書の写し 

（２）直近の決算書の写し 

（３）前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 



（交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容

を審査し、適当と認めるときは、瑞穂町中小企業者等原油価格・

物価高騰臨時対策補助金交付決定通知書兼確定通知書（様式第２

号）により申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による審査の結果、不適当と認めるときは、

瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対策補助金不交付決

定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

 （交付の取消し及び補助金の返還） 

第８条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付を取り消し、瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対

策補助金交付取消通知書（様式第４号）により、補助金の交付を

受けた者（以下「受給者」という。）に通知するものとする。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）この要綱の規定に違反したとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、不適当と認められる事実があっ

たとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、

受給者に対し、瑞穂町中小企業者等原油価格・物価高騰臨時対策

補助金返還命令書（様式第５号）により、補助金の全部又は一部

の返還を命ずることができる。 

３ 前項の規定により補助金の全部又は一部の返還を命じられた受

給者は、指定された期日までに補助金を返還しなければならない。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要

な事項は、瑞穂町補助金等交付規則（平成１８年規則第１１号）

の定めるところによる。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和５年１月３１日限り、その効力を失う。ただ



し、同日までに第５条に規定する申請がされたものについては、

この告示の失効後も、なおその効力を有する。 



補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        保育所等給食食材費臨時支援補助金 

担 当 部 署 福祉部 子育て応援課 保育・幼稚園係 

担 当 者 名        池田 隼士 

補助対象 

町内にある認可保育所、認定こども園、小規模保育事業所、幼稚園 計１３園 

規 程 等 

令和４年度瑞穂町保育所等給食食材費臨時支援補助金交付要綱（今後、制定予定） 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

・実施主体：瑞穂町 子育て応援課 保育・幼稚園係 

・補助金額：下記表のとおり 

定員数 補助金額（円） 

30 人未満 30,000 

30 人以上 50 人未満 60,000 

50 人以上 70 人未満 90,000 

70 人以上 100 人未満 130,000 

100 人以上 200 人未満 150,000 

200 人以上 200,000 
 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化及び国際情勢などから生じた物価高騰の影響

に伴い、保育所等及び幼稚園における給食食材費の値上げ等により、給食の提供にも影響

が出ています。これらのことから給食費の値上げによる保護者負担の増加を防止すること

を目的に実施するものです。 

同時に、食材費の値上げ等により、在宅で未就学児童を養育している保護者の経済的負

担が増加していることから、食材価格高騰に伴う在宅養育児童保護者負担軽減臨時給付金

事業を実施する予定です。 

町全体の児童への支援の公平性を担保すること、町の未来を担う児童の健やかな成長に

寄与することから事業を実施するものです。 

補助金額 

・算定方法：副食費（４，５００円）×令和４年４月分消費者物価指数「食料」の前

年同月比の上昇率４．３％×定員数×事業実施月数９月 

      上記の計算結果を考慮し、定員数区分ごとの補助金額を決定 

・予 算 額：１，３９０，０００円 

（内訳：200,000円×１園、150,000円×１園、130,000円×５園、 

90,000円×２園、60,000円×３園、30,000円×１園） 

補助割合 

町全額負担 

実施期間 

令和４年９月１日から令和５年３月３１日まで 

その他 

・制度上、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当可能と考えてい

ます。 
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様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        食材価格高騰に伴う在宅養育児童保護者負担軽減臨時給付金 

担 当 部 署 福祉部 子育て応援課 

担 当 者 名        石川 修 

給付対象 

保育所等及び幼稚園に所属していない未就学児童を養育する保護者 

※保育所等とは、認可保育所、認定こども園、地域型保育事業所（小規模保育事業所、

家庭的保育事業所、事業所内保育事業所）、認証保育所等のことです。 

規 程 等 

令和４年度食材価格高騰に伴う瑞穂町在宅養育児童保護者負担軽減臨時給付金事業実

施要綱（今後、制定予定） 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

・実施主体：瑞穂町 子育て応援課 

・対象児童：保育所等及び幼稚園に所属していない未就学児童 

・給付金額：対象児童１人当たり月額＠２００円×１２カ月分＝２，４００円 

※東京都区部消費者物価指数、費目「食料」 

令和４年４月前年同月比上昇率４．３％を踏まえ算定 

・申請方法：申請書の提出による 

・支払方法：指定口座への振込 

給付の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化及び国際情勢などから生じた物価高騰の影響

に伴い、食材費の値上げ等により、在宅で未就学児童を養育している保護者の経済的負担

が増加しています。その経済的負担軽減を図ることを目的に実施するものです。 

同時に、保育所等及び幼稚園における給食食材費の値上げ等により、給食の提供にも影

響が出ていることから、保育所等及び幼稚園給食食材費臨時支援補助金事業を実施する予

定です。 

町全体の児童への支援の公平性を担保すること、町の未来を担う児童の健やかな成長に

寄与することから事業を実施するものです。 

給付金額 

児童１人当たり月額２００円 

※予算金額 ＠２００円×１２カ月×対象児童２５０人＝６００，０００円 

給付割合 

町全額負担 

実施期間 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

その他 

・令和４年度赤ちゃん応援臨時給付金（児童１人当たり５０，０００円）の対象児童

は除きます。 

・制度上、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が充当可能と考えてい

ます。 
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様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        令和４年度瑞穂町介護事業所等燃料費高騰臨時対策支援金 

担 当 部 署 福祉部  高齢者福祉課  介護支援係 

担 当 者 名        鳥海 和正 

補助対象 

 町内介護事業所等を有し、介護保険サービス等の送迎サービス等を実施している事

業所（①通所系事業所、②訪問系事業所、③居宅介護支援（相談支援）事業所等） 

 

規 程 等 

（仮称）瑞穂町介護事業所等燃料費高騰臨時対策支援金要綱 作成中  

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 コロナ禍における原油価格等高騰の影響を受けている町内介護事業所等に対する支

援策として、ガソリン代の一部（１事業所上限１０万円）を補助するものです。 

 

 対象期間：令和４年４月１日から令和５年１月３１日まで 

 対象事業所：介護事業所等 ３６か所、障害者（児）支援事業所等 １２か所 

       新規分 ７か所   計５５か所 

 なお、領収書（レシート可）、請求書等又はその写しで対象経費を確認します。 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 介護保険サービス等の送迎サービスや、自宅等を訪問するサービスなどを行う対象

事業所等が、町民にサービスを提供する際に使用する自動車等の燃料に係る経費が、

直接、原油価格・物価高騰の影響を受け増加しています。本補助金の給付をすること

は、事業所等の負担軽減を図り、事業所等の安定した福祉サービス提供の維持を目的

としており、町民の福祉に資することから必要があります。 

 

補助金額 

１事業所当たり上限１０万円  

 予算金額 １００，０００円×５５事業所＝５，５００，０００円 

補助割合 

 対象期間に負担した経費（ガソリン代）の１／２ 

実施期間 

 令和４年９月中旬から令和５年２月上旬（予定） 

 

その他 

 必要経費については令和４年第３回議会定例会で補正予算を上程する予定 

 制度上、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当可能と考えています。 
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様式 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町ヒトパピローマウイルス感染症任意予防接種費給付金 

担 当 部 署 福祉部 健康課 健康係 

担 当 者 名        鈴木 隆太 

補助対象    

平成２５年６月以降の積極的勧奨の差控えにより、予防接種法（昭和２３年法律第

６８号）第５条第１項に規定する予防接種（以下「定期接種」という。）の機会を逃

した平成９年４月２日から平成１７年４月１日までの間に生まれた女子で、令和４年

３月３１日以前にヒトパピローマウイルス様粒子ワクチン（以下「ＨＰＶワクチン」

という。）を自費で接種した方 

 

規 程 等  

 瑞穂町ヒトパピローマウイルス感染症任意予防接種費給付金要綱（制定予定） 

  

（参考） 

令和４年３月１８日健健発０３１８第３号厚生労働省健康局健康課長通知におい

て、要綱（案）が技術的助言として示されています。 

       

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

平成２５年６月以降の積極的勧奨の差し控えにより、定期接種の機会を逃した平成

９年４月２日から平成１７年４月１日までの間に生まれた女子で、令和４年３月３１

日以前にＨＰＶワクチンを自費で接種した方が一定数いると考えられます。このよう

な方の自費の接種費用に対し給付を行い、負担軽減を図るものです。 

なお、平成９年４月２日から平成１７年４月１日までの間に生まれた女子の方の令

和４年４月１日以降の接種については、公平な接種機会を確保するという観点から、

時限的に定期接種の年齢（小学校６年生から高校１年生相当）を超えての接種（以下

「キャッチアップ接種」という。）が開始されています。町では、令和４月６月２７日

にキャッチアップ接種対象者に予診票の個別送付を行い、事業の周知を行っています。 

 

（参考） 

平成９年４月２日から平成１７年４月１日までの間に生まれた女子：約１，４００人 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 自費の接種費用に対する給付は、全国の自治体で令和４年４月から順次開始されて

います。 

 また、定期接種の年齢を超えた令和４年３月３１日以前の接種は、自費となってい

ますが、令和４年４月１日以降は、キャッチアップ接種として公費負担となります。  

町においても給付を実施することにより、接種時期による経済的な負担の公平性を図

ることができます。 
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補助金額 

【自己負担額が領収証等で確認できる方】 

自己負担額（文書代等を除く。）の全額 

 

【自己負担額が確認できない方】 

申請日の当該年度に町医師会と締結する接種委託料に、町が単価契約により購入す

るワクチン代を加えた額（参考（令和４年度）：１７，７９８円／回） 

 

補助割合 

 地方交付税措置がされます。 

 

（参考） 

【歳出】 

負担金、補助及び交付金  １，４２３，８４０円 
・積極的勧奨の差し控え期間（平成２５年度から令和３年度）の推定接種率の平均２．３％ 

 ・対象者となりうる方（平成９年４月２日から平成１７年４月１日までの間に生まれた女子） 

：約１，４００人 

・自費での接種者：１，４００人×２．３％＝３２人 

１７，７９８円 × １６人 × ３回 ＝ ８５４，３０４円 

１７，７９８円 × １６人 × ２回 ＝ ５６９，５３６円 

※対象者全員が３回とも自費で接種しているとは想定できないことから、３回接種者を１６人、２

回接種者を１６人と想定して算出しています。 

 

実施期間 

令和４年１０月１日から令和７年３月３１日まで 

その他 

今後のスケジュール 

令和４年 ８月１９日 庁議報告 

８月下旬  行政評価委員会補助金等審査分科会の審査 

     ８月下旬  議会への報告 

     ９月上旬  町議会令和４年第３回定例会で補正予算計上 

議決後、要綱制定 

    １０月 １日 ホームページ及び広報で事業周知 

申請受付開始 
 

 



 
瑞穂町ヒトパピローマウイルス感染症任意予防接種費給付要  

綱（案）  

 

令和  年  月  日  

   告 示  第   号 

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、ＨＰＶワクチンの積極的勧奨の差し控えによ

り、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５条第１項に規定

する予防接種（以下「定期接種」という。）の対象年齢を経過し

た後、ＨＰＶワクチンを接種した者に対して、予算の範囲内で行

う当該接種費の給付（以下「接種費の給付」という。）について

必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において「ＨＰＶワクチン」とは、組換え沈降２

価ヒトパピローマウイルス様粒子ワクチン又は組換え沈降４価ヒ

トパピローマウイルス様粒子ワクチンをいう。  

（対象者）  

第３条  接種費の給付の対象者は、次の各号のいずれにも該当する

者とする。  

（１）令和４年４月１日において、住民基本台帳法（昭和４２年法

律第８１号）の規定により、町の住民基本台帳に記録されてい

た者  

（２）平成９年４月２日から平成１７年４月１日までに生まれた女      

  子  

（３）１６歳となる日の属する年度の末日までにＨＰＶワクチンを

定期接種において３回の接種を完了していない者  

（４）１７歳となる日の属する年度の初日から令和４年３月３１日

までに日本国内の医療機関でＨＰＶワクチンの任意接種を受

け、実費を負担した者  

（５）接種費の給付を受けようとする接種回数分について、キャッ

チアップ接種（予防接種法施行令（昭和２３年政令第１９７号）

第１条の３第１項の表ヒトパピローマウイルス感染症の項下



 
欄第２号に該当することにより実施されるヒトパピローマウ

イルス感染症に係る定期接種をいう。以下同じ。）を受けてい

ない者  

２  前項の規定にかかわらず、町長が特に必要と認める者に対し、

接種費の給付を行うことができる。  

 （申請）  

第４条  接種費の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、瑞穂町ヒトパピローマウイルス感染症任意予防接種費給付申

請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して町長に

申請するものとする。ただし、第２号に掲げる書類等を添付する

ことができない場合は、瑞穂町ヒトパピローマウイルス感染症に

係る任意接種費給付申請用証明書（様式第２号）の提出をもって

同号に掲げる書類等に代えることができる。  

（１）被接種者の氏名、住所及び生年月日を確認することができる

公的証明書の写し  

（２）接種費の給付を受け取るために指定する金融機関の預貯金口

座の金融機関名、口座番号及び口座名義人を確認することがで

きる書面等の写し  

（３）前条第１項第４号の実費を支払った事実、その額及び接種回

数を証明できる書類の原本  

（４）申請者の接種記録が確認できる母子健康手帳、予防接種済証

又は接種済みの記載がある予診票等の写し  

（申請期限）  

第５条  接種費の給付の申請期限は、令和７年３月３１日とする。  

（給付決定）  

第６条  町長は、第４条に規定する申請があったときは、当該申請

に係る書類を審査の上、接種費の給付の可否を決定し、接種費の

給付を行うことを決定したときは瑞穂町ヒトパピローマウイルス

感染症任意予防接種費給付決定通知書 (様式第３号 )により、接種

費の給付を行わないことを決定したときは瑞穂町ヒトパピローマ

ウイルス感染症任意予防接種費不支給決定通知書 (様式第４号 )に

より、申請者に通知するものとする。  

（給付）  



 
第７条  町長は、前条の規定により、接種費の給付を行うことを決

定した者に対し、第３条第１項第４号の実費に相当する額（以下

「給付額」という。）を給付する。ただし、接種３回分を上限と

し、定期接種及びキャッチアップ接種を受けたときは、当該接種

回数を控除する。  

２  接種費の給付対象となる経費は、申請者が接種を行った医療機

関に支払った接種費（接種に要した交通費、宿泊費、第４条第１

号に掲げる書類の発行に要した文書料等及び接種に直接関係しな

い診察料等を除く。）とする。  

３  前２項の規定にかかわらず、接種費の給付を受けようとする者

が第４条第１号に掲げる書類を提出しない場合には、接種費の給

付の額は、接種を受けた日の年度における瑞穂町と瑞穂町医師会

が契約するヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種の契約

単価に瑞穂町が調達するＨＰＶワクチンの単価を加えたものとす

る。  

（給付方法）  

第８条  町長は、第６条の規定により接種費の給付を決定したとき

は、給付額を申請者が指定する金融機関の預貯金口座に振り込む

ものとする。  

（返還）  

第９条  町長は、申請者が虚偽の申請その他不正な行為により接種

費の給付を受けた場合は、当該給付の決定を取り消し、既に接種

費の給付が行われているときは、給付した額の全部又は一部を返

還させることができる。  

（受給権の譲渡又は担保の禁止）  

第１０条  この要綱による接種費の給付を受ける権利は、譲り渡し、

又は担保に供してはならない。  

（補則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか、接種費の給付について必

要な事項は、瑞穂町補助金等交付規則（平成１８年規則第１１号）

の定めるところによる。  

 

   附  則  



 
 （施行期日）  

１  この告示は、令和４年１０月１日から施行する。  

 （失効等）  

２  この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに第４条に規定する申請がされたものについては、

この告示の失効後も、なおその効力を有する。  



【任意予防接種費給付金】
緑枠の期間に自費で接種した
場合に、その費用を申請によ
り給付

例 平成12年度生まれの方が
①定期接種の年齢（赤色着色部分）を
超えて、令和3年度までに自費で接種

②令和４年度～６年度に接種する場合
はキャッチアップ接種（公費接種）

①と②の公平性を図るため、①の自費
接種をした方に給付する。

ヒトパピローマウイルス感染症予防接種の定期接種、キャッチアップ接種、給付金の対象年代

【定期接種（公費接種）】（赤色着色部分）
小学6年生～高校1年生相当の女子（ 12歳となる日の属する年度の初日から16歳となる日の属する年度の末日までの間にある女子）

【キャッチアップ接種（公費接種）】（赤枠部分）
積極的勧奨を差し控えている間（平成25年6月～令和3年度）に定期接種の対象であった女子の未接種分

（平成9年4月2日～平成18年4月1日生まれの女子）

（令和4年3月11日ＨＰＶワクチンに関する自治体向け説明会資料を改変）

キャッチアップ

キャッチアッ
プ・給付金
⇒３年間

補足資料



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付

金 

担 当 部 署 教育部  学校教育課  

担 当 者 名          大澤 達哉 

補助対象 

 町立小・中学校以外の小・中学校等に就学する児童・生徒の保護者 

規 程 等 

 学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付金支給事業実施要

綱（制定予定） 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

１ 目的 

昨今の食材価格高騰に伴う児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、羽村・

瑞穂地区学校給食組合に対する臨時負担金と同程度の給付金を支給します。 

２ 対象者 

  町立小・中学校以外の小・中学校等に就学する児童・生徒の保護者 

３ 支出方法 

  上記対象者からの申請に基づく臨時給付金の支給 

４ 積算根拠 （羽村・瑞穂地区学校給食組合への臨時負担金算出根拠に基づく） 

  令和４年６月と前年同月との消費者物価指数の食材に係る上昇率 3.9％を給食費

単価に加算し、小学校は 9 円／食、中学校は 11 円／食を食材費高騰による影響額と

します。 

  １年間分の給食日数は、小学校 185 日、中学校 180 日とします。 

   小学生： 9 円／食×185 日＝1,665 円≒1,700 円 

   中学生：11 円／食×180 日＝1,980 円≒2,000 円 

   ＊上記金額には、燃料費高騰に伴う増額分も加味し 10 円単位を切り上げます。 

５ 対象期間 

  令和４年４月～令和５年３月までの１１か月分（８月は除きます） 

６ 対象人数・補正予算額 

 私立学校等  小学生 18 人 中学生 47 人 

 区域外就学  小学生 18 人 中学生 17 人 

 特別支援学校 小学生 21 人 中学生 ７人 

 合計     小学生 57 人 中学生 71 人 

 

 小学生：57 人×1,700 円＝ 96,900 円 

 中学生：71 人×2,000 円＝142,000 円 

 合 計：238,900 円（補正予算計上額：239,000 円） 

kikaku
テキストボックス
4審査-7



補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 町立小・中学校に就学する児童・生徒の保護者と同様に、町立小・中学校以外の小・中

学校等に就学する保護者に対して支援することにより、義務教育期間中の子どもを養育す

る保護者間の公平性を確保します。 

 また、子どもたちの健やかな成長に欠かせない食事を確保するためにも、食材費の支援

は必要不可欠なものです。 

補助金額 

 小学生：1,700 円／人 中学生：2,000 円／人 

補助割合 

 町立小・中学校に就学する児童・生徒の保護者への支援として実施する、羽村・瑞

穂地区学校給食組合臨時負担金と同程度の金額とします。 

実施期間 

 令和４年度 

＊食材価格の高騰が令和５年度以降も継続する場合は、羽村・瑞穂地区学校給食組

合の給食費の状況により延長等を検討します。 

その他 

 準備スケジュール 

令和４年 ９月   令和４年第３回定例議会に補正予算を計上 

      １０月   広報紙等により事業周知、申請書等を保護者に郵送 

      １０月～  受付期間、給付金支給  

（令和５年３月２０日（月）を申請期限とする予定です）  

 



 

 

学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時

給付金支給事業実施要綱（案）  

令和４年９月●日  

告示第●号  

（目的）  

第１条  この要綱は、義務教育期間中の児童及び生徒の保護者に対

して、食材価格高騰に伴うその影響を軽減する観点から、支給す

る学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給

付金（以下「臨時給付金」という。）に関して必要な事項を定める

ものとする。  

（支給対象者）  

第２条  この要綱の規定により支給する臨時給付金の支給対象者は、

町の区域内に住所を有し、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第２条第２項に規定する町の区域外に所在する国立学校（小学校

及び中学校その他これらに相当する学校に限る。）、公立学校（小

学校及び中学校その他これらに相当する学校に限る。）及び私立学

校（小学校及び中学校その他これらに相当する学校に限る。）に在

籍する児童若しくは生徒の保護者で、令和４年４月１日以降町の

区域内に住所を有する者とする。ただし、瑞穂町以外の国、地方

自治体及び特別地方公共団体による本臨時給付金事業と同様の措

置がなされている場合は、この限りではない。  

（支給金額）  

第３条  前条の規定により支給対象者に対して支給する臨時給付金

の額は、小学生１人当たり１，７００円、中学生１人当たり２，

０００円とする。  

（支給の方式）  

第４条  臨時給付金の支給を受けようとする者は、学校給食等にお

ける食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付金支給申請書

（請求書）（様式第１号）を瑞穂町教育委員会（以下「委員会」と

いう。）に提出する。  

２  前項の規定による申請に基づく支給は次の各号に掲げる方式の

いずれかにより行う。この場合において、第３号に掲げる申請方

式は、申請者が金融機関に口座を開設していないこと、金融機関



 

 

から著しく離れた場所に居住していることその他第１号又は第２

号による支給が困難な場合に限り行う。  

（１）  郵送申請方式  申請者が申請書を郵送により委員会に提

出し、町長が申請者から通知された金融機関の口座に振り込

む方式  

（２） 窓口申請方式  申請者が申請書を委員会の窓口に提出し、

町長が申請者から通知された金融機関の口座に振り込む方式  

（３）  窓口現金受領方式  申請者が申請書を郵送により、又は

委員会の窓口において委員会に提出し、瑞穂町が当該窓口で

現金を交付することにより支給する方式  

３  申請者は、臨時給付金の申請にあたり、当該児童及び生徒の就

学を証明する書類並びに申請者の公的身分証明書の写し等を提出

し、又は提示すること等により、就学の実態及び申請者本人によ

る申請であることを証する。  

 （代理による申請）  

第５条  申請者に代わり、代理人として前条の規定による支給の申

請を行うことができる者は、原則として次に掲げる者に限る。  

 （１）  申請時点での支給対象者の属する世帯の世帯構成者  

 （２）  法定代理人（親権者、未成年後見人、成年後見人、代理

権付与の審判がなされた保佐人及び代理権付与の審判がなさ

れた補助人）  

 （３）  親族その他の平素から支給対象者本人の身の回りの世話

をしている者等で教育長が特に認める者  

２  代理人が、臨時給付金の申請をするときは当該代理人は申請書

に加え、原則として委任状を提出する。この場合において、委員

会は、公的身文証明書の写し等の提出又は提示を求めること等に

より、代理人が当該代理人本人であることを確認する。  

３  委員会は、代理人が第１項第１号の者にあっては住民基本台帳

により、同項第２号及び第３号の者にあっては、瑞穂町教育委員

会教育長（以下「教育長」という。）が別に定める方法により代理

権を確認するものとする。  

 （申請期限）  

第６条  臨時給付金の申請受付開始日は、教育長が別に定める。  



 

 

２  臨時給付金の支給に関する申請書の提出期限は、令和５年３月

２０日とする。  

 （支給の決定）  

第７条  町長は、第４条の規定により申請書を受理したときは、速

やかに内容を確認の上、支給を決定し、当該支給対象者に対し臨

時給付金を支給する。  

 （本給付金の周知等）  

第９条  委員会は、給付金事業の実施に当たり、支給対象者の要件、

申請の方法、申請受付開始日等の事業の概要について、広報その

他の方法による住民への周知を行う。  

 （申請が行われなかった場合等の取扱い）  

第１０条  委員会が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、

支給対象者から第６条第２項の提出期限までに第４条の規定によ

る申請が行われなかった場合は、支給対象者が臨時給付金の支給

を受けることを辞退したものとみなす。  

２  町長が、第７条の規定による支給決定を行った後、申請書の不

備による振込不能等があり、委員会が確認等に努めたにもかかわ

らず申請書の補正が行われず、支給対象者の責に帰すべき事由に

より支給ができなかったときは、当該申請が取り下げられたもの

とみなす。  

 （不当利得の返還）  

第１１条  町長は、本給付金の支給後に支給対象者の要件に該当し

ていないことが判明した場合は、本給付金の支給を受けた者に対

し、支給を行った本給付金の返還を求めることができる。  

 （受給権の譲渡又は担保の禁止）  

第１２条  本給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に

してはならない。  

 （補足）  

第１３条  この要綱に定めるもののほか、本給付近の支給に関して

必要な事項は、町長が別に定める。  

   附  則  

 この告示は、令和４年●月●日から施行する。  



プルダウンから選択してください
自動計算します。

電話　　　　　　（　　　　　　）

＊記名押印に代えて署名することができます。

※裏面の事項(１)～(６)に誓約・同意の上、申請します。

※対象児童１人につき1,700円、対象生徒1人につき2,000円になります。

A　指定の金融機関口座への振込みを希望 ※チェックボックスになっています。

　　※Ａを選択した場合は振込先金融機関口座確認書類を貼付してください。

【受取口座記入欄】Ａ又はBを選択する場合のみ記入してください。

※ゆうちょ銀行を選択された場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。

※長期間入出金のない口座を記入しないで下さい。

※金融機関の口座がつくれない方等、どうしても口座による受け取りが出来ない方は、その理由と本人確認資料を裏面に添付してください。

３．申請額・請求額

瑞穂町長　殿

住所（別居の場合のみ記入）

対象生徒数 人 申請額・請求額 0 円

合計

0 円

日月年

日月年

日

続　柄 性　別 生　年　月　日

年

年

日月

平成

平成

平成

平成

月

給食、弁当
等の区分

年 月 日

日月年

学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付金支給申請書（請求書）(案)

１．申請・請求者 記入日  　　年　　月　　日

㊞

様式第１号(第４条関係)

（　フ　リ　ガ　ナ　）
性別 生年月日 申請・請求者の現住所

氏　　　　　名

２．対象児童・生徒

　その他を選択した場合は、内容をご記入ください。その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5

4

平成

2

※児童・生徒の昼食における給食、弁当等の区分を選択してください。

分類 口 座 番 号
（右詰めでお書きください。）

（　フ　リ　ガ　ナ　）
口　座　名　義

円0

（裏面も確認してください。）
（日本産業規格Ａ列４番）

金　融　機　関　名 支 店 名

４．受取方法（希望する受取方法のチェック欄（□）に『✓』を入れて、必要事項を記入して下さい。）

口座振込が出来ない理由

対象児童数 人 申請額・請求額

氏　　　　　名

1

№
（　フ　リ　ガ　ナ　）

金融機関番号 店番号

Ｂ　現金による支給を希望
（金融機関の口座がない方、金融機関から著しく離れた場所に住んでいる方の取扱いとなるため、原則Aを選択してください。）

3

受付印



【誓約・同意事項】

（１）学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付金の支給要件に該当します。
（２）学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付金の支給要件の該当性等を審査するため、市区町村が
　　必要な税情報等の公簿等の確認を行うことや必要な資料を他の行政機関等に求めることに同意します。
（３）公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。
（４）この申請書は、瑞穂町教育委員会において支給決定をした後は、給付金の請求書として取り扱います。
（５）瑞穂町教育委員会が支給決定をした後、申請書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、市区町村が
　　定める期限までに申請・請求者に連絡・確認できない場合には、市区町村は当該申請が取り下げられたものとみなします。
（６）給付金の支給後、記載内容に不正があった場合など、学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付
　　金の支給要件に該当しないことが判明した場合には、学校給食等における食材価格高騰に伴う保護者負担軽減臨時給付金
　　を返還します。

就学確認書類及び本人確認書類

（４．受取方法にＢを選択した場合は、本人確認書類を提出してください。）

【就学確認書類】
学生証等の写し等

【本人確認書類】
個人番号カード、住民基本台帳カード、運転免許証、旅券等の写し等

振込先金融機関口座確認書類（受取方法Ａを選択した場合）

※受取口座の金融機関名、口座番号、口座名義人（カナ）が分かる通帳やキャッシュカードの写し



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町ハウス栽培における温室効果ガス排出削減事業費補助金 

担 当 部 署 協働推進部 産業経済課 農政係 

担 当 者 名        田中 悠也 

補助対象    

持続可能な東京農業を目指し「ゼロエミッション東京」の実現に向けて、ハウス栽

培における重油などの化石燃料の消費削減及び温室効果ガスの排出抑制を推進する必

要があるため、燃油暖房設備が設置されたパイプハウス等へのヒートポンプの導入を

支援するものです。 

規 程 等   

ハウス栽培における温室効果ガス排出削減事業費補助金交付要綱（東京都） 

ハウス栽培における温室効果ガス排出削減事業の運営について（東京都） 

瑞穂町ハウス栽培における温室効果ガス排出削減事業費補助金交付要綱（瑞穂町作

成中） 

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

（１）補助対象者（事業実施主体）  

認定農業者、認定新規就農者、農業協同組合等 

（２）補助対象経費 

ヒートポンプ本体、循環扇・送風ダクトなどの附帯施設及び設置工事費 

（３）対象作物 

 施設園芸種目（野菜、果樹、花き、きのこ栽培） 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

瑞穂町でもハウス栽培を行う認定農業者等の温室効果ガスの排出抑制を進めていく必要

があるため、支援を行うことが必要になります。 

補助金額及び補助割合 

１事業実施主体あたり、補助対象経費の１０分の９以内 

（補助上限額９，０００，０００円） 

補助割合  

東京都  町  

9/10   なし   

実施期間 

  令和４年度から 

その他 
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瑞穂町ハウス栽培における温室効果ガス排出削減事業費補助

金交付要綱（案）  

 

令和 年  月  日 

告 示 第    号 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、ハウス栽培における温室効果ガス排出削減事

業費補助金交付要綱（令和４年４月１日付け３産労農振第２５９

７号）及びハウス栽培における温室効果ガス排出削減事業の運用

について（令和４年４月１日付け３産労農振第２５９８号）に基

づいて実施する事業に関し、瑞穂町ハウス栽培における温室効果

ガス排出削減事業費補助金（以下「補助金」という。）を予算の

範囲内において交付することについて、必要な事項を定めるもの

とする。  

（補助金の交付対象者 ) 

第２条  補助金の交付の対象となる者は、都内に住所がある者で、

かつ、事業対象農地を町の区域内に所有している者で、次の各号

のいずれかに該当する者とする。   

（１）認定農業者  

（２）認定新規就農者  

（３）農業協同組合（連合会を含む）  

（補助対象事業等 )  

第３条  この要綱で対象とする事業は、別表に定めるとおりとする。 

 （補足）   

第４条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要

な事項は、瑞穂町補助金等交付規則（平成１８年規則第１１号）

に定めるところによる。  

 

附  則   

この告示は、告示の日から施行する。   

 

 

 



 
別表（第３条関係）  

補助対象設備等  補助率  
補助対象経費に対する補助限度額  

下限  上限  

１  ヒートポンプ

本体  

２  １の附帯施設  

補助対象経

費の９／１

０以内  

５００千円  ９，０００千円  

補助対象経費は、消費税及び地方消費税は除くものとする。  

 

 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        令和４年度瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金 

担 当 部 署 福祉部 福祉課 福祉推進係 

担 当 者 名        小山健一 

補助対象 

①基準日（令和４年６月 1 日）において世帯全員が令和４年度分の住民税均等割の

み課税である世帯 

②令和３年度または令和４年度に「非課税世帯等への臨時特別給付金及び家計急変

世帯」の支給を受けていない世帯 

規 程 等 

令和４年度瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金支給事務実施要綱 
 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

①支給対象世帯：６５０世帯 

②支 給 金 額：１世帯当たり ５０，０００円 

③支給受付期間：８月から１２月２８日 

④支 給 方 法：指定口座へ振り込みます。 

⑤財    源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

光熱水費、物価等の高騰による生活への影響を軽減するため、新たに住民税均等割

のみ課税世帯に町独自の臨時特別給付金を給付する必要があります。 

補助金額 

７月２９日付けで補正予算を専決処分しました。 

①補助及び交付金：住民税均等割のみ課税世帯への臨時特別給付金 

 ＠５０，０００円×６５０世帯 ＝３２，５００，０００円 

②委託料：システム業務委託料  ＝ ２，０９０，０００円 

 

補助割合 

１０分の１０ 

 

実施期間 

支給受付期間：８月から１２月２８日 

 

その他 
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令和４年度瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金

支給事務実施要綱 

 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ 日 

告 示 第 １ ６ １ 号 

 

（目的）  

第１条 この要綱は、「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等

総合緊急対策」（令和４年４月２６日原油価格・物価高騰等に関

する関係閣僚会議）」の趣旨を踏まえ、生活に困窮する方々に対

する緊急の支援として、国が実施する住民税非課税世帯等に対す

る臨時特別給付金給付事業の対象とならない世帯に対し、瑞穂町

が実施する臨時給付金の給付に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金（以下「本

給付金」という。）は、前条の目的を達するために、瑞穂町によ

って贈与される給付金をいう。 

（支給対象者） 

第３条 本給付金の支給対象者は、令和４年６月１日（以下「基準

日」という。）において、市町村（特別区を含む。以下同じ。）

の住民基本台帳に記載されている者（基準日以前に、住民基本台

帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定により住民票を削

除されていた者で、基準日において、日本国内で生活していたが、

いずれの市町村の住民基本台帳にも記録されておらず、かつ、基

準日の翌日以後初めて市町村の住民基本台帳に記録されることと

なったものを含む。）であって、令和４年度分の市町村民税所得

割が非課税である世帯（同一の世帯に地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）の規定による令和４年度分の市町村民税所得割が課

される者がいない世帯。ただし、同一の世帯に属する者全員が、

市町村民税均等割が課されていない者又は瑞穂町税賦課徴収条例

（昭和２５年条例第７号）で定めるところにより当該市町村民税

均等割を免除された者である世帯を除く。）の世帯主とする。 



２ 前項の規定にかかわらず、市町村民税均等割が課税されている

者の扶養親族等のみで構成される世帯は、支給要件を満たさない

ものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、令和３年度住民税非課税世帯等臨

時特別給付金（令和３年度の国の一般会計補正予算（第一号）に

おける子育て支援等臨時特別支援事業費補助金を財源として支給

される給付であって、市町村から低所得者を支援する観点から支

給されるもの。以下「非課税世帯等給付金」という。）について、

支給要件を満たす世帯又は既に当該給付金の支給を受けた世帯と

同一の世帯及び当該世帯の世帯主であった者を含む世帯は、支給

要件を満たさないものとする。 

（支給額） 

第４条 前条の規定により支給対象者に対して支給する本給付金の

金額は、１世帯当たり５万円とし、支給回数は、１世帯当たり１

回限りとする。 

（受給権者） 

第５条 本給付金の受給権者は、支給対象となる世帯の世帯主とす

る。ただし、当該世帯主が基準日以降に死亡した場合において、

他の世帯構成者がいる場合には、その中から新たに当該世帯の世

帯主となった者（これにより難い場合は、死亡した世帯主以外の

世帯構成者のうちから選ばれた者）とする。 

２ 配偶者その他親族からの暴力等を理由に避難している者、児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第

３７号）及び老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に定める

措置を受けた者等の特別な配慮を要する者の取扱いについては、

別表のとおりとする。 

（支給の方式等） 

第６条 本給付金の支給を受けようとする者は、瑞穂町住民税均等

割のみ課税世帯臨時特別給付金申請書（請求書）（別記様式。以

下「申請書」という。）の提出により申請を行う。 

２ 本給付金の支給は、次の各号に掲げる方式のいずれかにより行

う。この場合において、第２号に掲げる申請方式は、申請者が金



融機関に口座を開設していないこと、金融機関から著しく離れた

場所に居住していることその他第１号による支給が困難な場合

に限り行う。 

（１）口座振込方式 本給付金の支給を受けようとする場合に、申

請書を瑞穂町に提出し、瑞穂町が通知された金融機関の口座に

振り込む方式 

（２）現金書留送付方式 本給付金の支給を受けようとする場合

に、申請書を瑞穂町に提出し、瑞穂町が現金書留により送付す

ることにより支給する方式 

３ 申請者は、本給付金の申請に当たり、公的身分証明書の写し等

を提出し、又は提示すること等により、申請者本人による申請で

あることを証する。 

（代理による申請） 

第７条 申請者に代わり、代理人として前条の規定による申請書の

提出又は支給の申請を行うことができる者は、原則として次に掲

げる者に限る。 

（１）基準日時点での受給権者の属する世帯の世帯構成者 

（２）法定代理人（親権者、未成年後見人、成年後見人、代理権付

与の審判がなされた保佐人及び代理権付与の審判がなされた

補助人） 

（３）親族その他の平素から受給権者本人の身の回りの世話をして

いる者等で瑞穂町長が特に認める者 

２ 代理人が、本給付金の申請書の提出をするときは申請書の委任

欄への記載を、支給の申請をするときは当該代理人は申請書に加

え、原則として委任状を提出する。この場合において、瑞穂町は、

公的身分証明書の写し等の提出又は提示を求めること等により、

代理人が当該代理人本人であることを確認する。 

３ 瑞穂町は、代理人が第１項第１号の者にあっては住民基本台帳

により、同項第２号及び第３号の者にあっては町長が別に定める

方法により代理権を確認するものとする。 

（申請期限） 

第８条 本給付金の申請受付開始日は、町長が別に定める日とす

る。 



２ 支給対象世帯への支給のうち、申請書の提出期限は、令和４年

１２月２８日とする。 

（支給の決定） 

第９条 町長は、第６条の規定により申請書を受理したときは、速

やかに内容を確認の上、支給を決定し、本給付金の支給の決定を

受けた者（以下「支給対象者」という。）に対し本給付金を支給

する。 

（支給等に関する周知等） 

第１０条 町長は、本給付金事業の実施に当たり、支給対象者の要

件、申請の方法、申請受付開始日等の事業の概要について、広報

その他の方法による住民への周知を行う。 

（申請が行われなかった場合等の取扱い） 

第１１条 町長が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、

支給対象者から第８条第２項の提出期限までに第６条の規定によ

る申請書の提出が行われなかった場合は、支給対象者が本給付金

の支給を受けることを辞退したものとみなす。 

２ 町長が第９条の規定による支給決定を行った後、申請書の不備

による振込不能等があり、瑞穂町が確認等に努めたにもかかわら

ず申請書の補正が行われず、支給対象者の責に帰すべき事由によ

り支給ができなかったときは、当該申請が取り下げられたものと

みなす。 

（不当利得の返還） 

第１２条 町長は、偽りその他不正の手段により本給付金の支給を

受けた者に対しては、支給を行った本給付金の返還を求める。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１３条 本給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に

供してはならない。 

（重複受給の禁止） 

第１４条 本給付金は、非課税世帯等給付金と重複して支給を受け

ることはできないものとする。 

２ 町長は、支給対象者が重複して本給付金の支給を受けたとき

は、当該支給対象者に対し、支給を行った本給付金の返還を求め

る。 



（補則） 

第１５条 この要綱の実施のために必要な事項は、町長が別に定め

る。 

 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

  



別表（第５条関係） 

 

１ 配偶者又はその他親族からの暴力等を理由とした避難事例の取

扱い 

（１）次に掲げる事例であって、かつ、（２）の申出者の満たすべ

き一定の要件を満たしており、その旨を申し出た場合、当該申

出を行った者（以下「申出者」という。）については、基準日

時点で申出者が瑞穂町に住民票が所在しない場合にも、当該申

出者の本給付金については、瑞穂町から支給する。 

ア 配偶者からの暴力等を理由に避難し、配偶者と生計を別に

している者（婦人相談所一時保護所（一時保護委託契約施設

を含む。以下同じ。）又は婦人保護施設の入所者の暴力被害

が、当該入所者の親族（配偶者を除く。以下同じ。）等、当

該入所者が属する世帯の者が加害者であって、当該親族と生

計を別にしている入所者を含む。）及びその同伴者であって、

基準日において瑞穂町に住民票を移していない者 

イ 親族からの暴力等を理由とした避難事例で、親族からの暴

力等を理由に避難している者が自宅には帰れない事情を抱え

ているもの 

（２）申出者の満たすべき一定の要件は、次のアからエまでに掲げ

る要件のいずれかを満たすものとする。 

ア 申出者の配偶者に対し、配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第１０

条に基づく保護命令（同条第１項第１号に基づく接近禁止命

令又は同項第２号に基づく退去命令）が出されていること。 

イ 婦人相談所による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関

する証明書」（親族からの暴力を理由に婦人相談所一時保護

所又は婦人保護施設に入所している者に婦人相談所により

発行される「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明

書」と同様の内容が記載された証明書を含む。）が発行され

ていること。この場合において、婦人相談所以外の配偶者暴

力対応機関（配偶者暴力相談支援センター、福祉事務所及び

市町村における配偶者暴力相談支援担当部署）及び行政機関



並びに関係機関と連携してＤＶ被害者支援を行っている民

間支援団体（婦人保護事業委託団体、地域ＤＶ協議会参加団

体及び補助金等交付団体）が発行した確認書も、上記証明書

と同様のものとして取り扱う。 

ウ 基準日の翌日以降に住民票が居住市町村へ移され、住民基

本台帳事務処理要領（昭和４２年自治振第１５０号等自治省

行政局長等通知）に基づく支援措置の対象となっていること。 

エ アからウまでに掲げる場合のほか、申出者と住民票上の世

帯との間に生活の一体性がないと認められる場合（婦人保護

施設等に申出者が児童とともに入所している場合で、申出者

の配偶者に対して当該児童への接見禁止命令が発令されてい

る場合など、当該取扱いの趣旨を踏まえ、明らかに申出者と住

民票上の世帯との生計が同一ではないと判断することができ

る場合を含む。） 

２ 措置入所等児童の取扱い 

基準日において、次の（１）から（６）までのいずれかに該当

する児童（児童（基準日時点で満１８歳に満たない者をいう。以

下同じ。）及び児童以外の者（基準日時点で原則として満２２歳

に達する日の属する年度の末日までにある者（疾病等やむを得な

い事情による休学等により、当該年度の末日を越えて在学してい

る場合を含む。）及び（６）における母子生活支援施設の入所者

を含む。以下同じ。））については、瑞穂町における申請・受給

権者とする。 

（１）児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により同法第６条の

３第８項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者又は

同法第６条の４に規定する里親に委託されている児童（保護者

（同法第６条に規定する保護者をいう。（２）において同じ。）

の疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環境上の理由

により家庭において児童を養育することが一時的に困難とな

ったことに伴い、２月以内の期間を定めて行われる委託をされ

ている児童を除く。） 

（２）児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により入所措置が採

られて同法第４２条に規定する障害児入所施設（以下「障害児



入所施設」という。）に入所し、若しくは同法第２７条第２項

の規定により同法第６条の２の２第３項に規定する指定発達

支援医療機関（以下「指定発達支援医療機関」という。）に入

院し、又は同法第２７条第１項第３号若しくは第２７条の２第

１項の規定により入所措置が採られて同法第３７条に規定す

る乳児院、同法第４１条に規定する児童養護施設、同法第４３

条の２に規定する児童心理治療施設若しくは同法第４４条に

規定する児童自立支援施設（以下これらを「乳児院等」という。）

に入所している児童（当該児童心理治療施設又は児童自立支援

施設に通う者、２月以内の期間を定めて行われる障害児入所施

設への入所又は指定発達支援医療機関への入院をしている者

及び保護者の疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環

境上の理由により家庭において児童を養育することが一時的

に困難となったことに伴い、２月以内の期間を定めて行われる

乳児院等への入所をしている児童を除く。） 

（３）身体障害者福祉法第１８条第２項若しくは知的障害者福祉法

第１６条第１項第２号の規定により入所措置が執られて障害

者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に

規定する障害者支援施設をいう。）又はのぞみの園（独立行政

法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法

律第１６７号）第１１条第１号の規定により独立行政法人国立

重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設をいう。）

に入所している児童（２月以内の期間を定めて行われる入所を

している者を除き、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある者のみで構成する世帯に属している者に限

る。） 

（４）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３０条第１項た

だし書の規定により同法第３８条第２項に規定する救護施設、

同条第３項に規定する更生施設若しくは同法第３０条第１項

ただし書に規定する日常生活支援住居施設に入所し、又は売春

防止法（昭和３１年法律第１１８号）第３６条に規定する婦人

保護施設に入所している児童（２月以内の期間を定めて行われ



る入所をしている者及び一時保護委託がされている者を除き、

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者

のみで構成する世帯に属している者に限る。） 

（５）児童福祉法第２５条の７第１項第３号の規定により同法第６

条の３第１項に規定する児童自立生活援助事業における住居

に入居している児童等（２月以内の期間を定めて行われる入所

をしている者を除き、児童以外の者にあっては、同法の規定及

び「社会的養護自立支援事業等の実施について（平成２９年３

月３１日付け雇児発０３３１第１０号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知）」により、入居している者に限る。） 

（６）児童福祉法第２３条第１項の規定により同法第３８条に規定

する母子生活支援施設に入所している者（２月以内の期間を定

めて行われる入所をしている者を除く。） 

３ 入所措置等が執られている障害者・高齢者の取扱い 

次の（１）又は（２）のいずれかに該当する「措置入所等障害

者」及び「措置入所等高齢者」（以下これらを「措置入所等障害

者・高齢者」という。）であって、基準日において、瑞穂町に住

民基本台帳に記録されているものについては、瑞穂町における申

請・受給権者とする。ただし、瑞穂町で入所等の措置を講じ、措

置入所等担当課から給付金担当課に対して、施設所在市町村に住

民票を移していない措置入所等障害者・高齢者に関する情報提供

が行われた場合は、当該措置入所等障害者・高齢者に支給する。 

（１）「措置入所等障害者」とは、身体障害者福祉法第１８条第１

項若しくは第２項又は知的障害者福祉法第１５条の４若しく

は第１６条第１項第２号の規定による措置が執られている者

（措置施設入所者や措置入所に準ずるものとして措置権者が

適当と認める者（成年後見人、代理権付与の審判がされた保佐

人及び代理権付与の審判がされた補助人が選任されている者

等を含む。）を含む。以下同じ。）（２月以内の期間を定めて

行われる入所等をしている者を除く。） 

（２）「措置入所等高齢者」とは、老人福祉法第１０条の４第１項

及び第１１条第１項の規定による入所等の措置等が執られて

いる者（２月以内の期間を定めて行われる入所等をしている者



を除く。） 

４ ホームレス等の取扱い 

居住が安定していないいわゆるホームレスの方又は事実上ネッ

トカフェに寝泊まりしている方であって、いずれの市町村の住民

基本台帳にも記録されていない者について、基準日の翌日以降、

瑞穂町において住民基本台帳に記録されたときは、瑞穂町におけ

る申請・受給権者とする。 

５ 無戸籍者の取扱い 

現に住民基本台帳に記録されていない者であって、自己又はそ

の未成年の子等が無戸籍であると瑞穂町に申し出た者について、

法務局等において無戸籍者として把握していることを町長が相当

と認めるときは、瑞穂町における申請・受給権者とする。 



別記様式（第６条関係）

瑞穂町長 瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金申請書（請求書）

①申請・受給者（世帯主）
裏側に記載の「契約・同意事項」に誓約・同意の上、
標記の給付金を申請（請求）します。

生年月日

②申請者が属する世帯の状況
・令和４年６月１日時点の世帯の全ての構成員を記入してください。

・申請・受給者が、本給付金を申請・請求するに当たって、裏面の【誓約・同意事項】②に誓約・同意する場合は、氏名等を下記に記入してくだ

　さい（世帯の全ての構成員の誓約・同意がない場合は、本給付金を支給することはできません。）。

・令和４年１月１日時点の住所が瑞穂町以外の場合は、令和４年１月１日時点でお住まいの市町村が発行する課税証明書等を添付してください

　（該当する方が複数いる場合は、該当する方全員の分(ただし、２００７年(平成１９年)４月２日以降生まれた方で、かつ収入がない場合は、添

　付不要））。（課税証明等の添付がない場合は、本給付金を支給することはできません。）

・既に住民税非課税所帯等に対する臨時特別給付金を受けた世帯又は当該世帯の世帯主であった者を含む世帯は支給対象となりません。令和３年

　１２月１０日時点の住所が、現住所と異なる方は、記載された住所地の市町村に支給の有無を確認する場合があります。

③振込口座欄（原則、世帯主名義の口座とします。）
※長期間入出金のない口座を記入しないでください。
※通帳又はキャッシュカードの写しを添付してください。記載に誤りがありますと、支給が遅れることがあります。

支店コード

※ゆうちょ銀行への振込みを希望する場合、通帳見開き下部を参照の上、次のとおり記入してください。

【店名】　（漢字3桁）を支店名欄に記入 【店番】　（算用数字3桁）を支店コード欄に記入

【貯金種目】当てはまるものを○で囲む。 【口座番号】　口座番号欄に右詰めで記入

金融機関で口座が作れない等、どうしても口座による受取ができない場合は、福祉部福祉課福祉推進係（☎042-557-7620）までお問い

合わせください。

裏面も必ず御確認ください。

金　融　機　関　名 支　　店　　名 分類
口座番号

（右詰めで記入してください。）

（フリガナ）

口座名義

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

8 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

7 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

6 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

5 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

4 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

3 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

令和４年度住民税
課税状況

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません　　　　　　　　　　　　　　　㊞

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

□均等割のみのみ課税
□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

□誓約・同意
します
□誓約・同意
しません申請・受給者（世帯主）

R４．１．１時点の住所
□現住所と同一　□異なる

2 明・大・昭・平・令

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる □均等割のみのみ課税

□均等割・所得割が課税
□非課税　　□未申告

現住所

裏面の【誓約
・同意事項】②に氏　　　名

異なる場合には
それぞれの時点での住所を記載

1 本人

R３．１２．１０時点の住所
□現住所と同一　□異なる

（フリガナ） 申請者
との
続柄

生年月日
令和４年１月１日及び令和３年１２月１０日時点の住所

自署（ﾌﾙﾈｰﾑを手書き）により押印を省略することができます。

　
　

氏名

フリガナ

記入日 令 和 年 月 日 (申請)請求額 50,000円

電話番号
日中連絡可能な番号

　　　　　　　（　　　　）

金融機関コード

1.銀行
2.金庫　　　5.農協
3.信組　　　6.漁協
4.信連　　　7.信漁連

本・支店
本・支所
出張所

1.普通

2.当座

3.貯蓄

申請の受付は令和４年１２月２８日（水）までです。



④代理欄（代理人が受給する場合は下欄に記入してください）

下記に記入の上、代理人の本人確認書類と本人（世帯主）の本人確認書類を添付してください。

（ただし、法定代理の場合は、法定代理人の本人確認書類、法定代理人であることを証する書類を添付してください。）

申請者との
関係

　以下において、瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金を「給付金」と、瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金

　申請書（請求書）を「申請書」といいます。

①申請書と同送している「瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金について（御案内）」記載の給付金の支給要件に該当し

　ます。

②給付金の支給要件の該当性等を審査等するため、瑞穂町が必要な住民基本台帳情報、税情報等の公簿等の確認を行うことや必要な資

　料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。

③公募等で確認できない場合は、関係書類を提出します。

④この申請書は、瑞穂町において支給決定した後は、給付金の請求書として取り扱います。

⑤申請期限（令和４年１２月２８日（当日消印有効）までに申請しなかった場合は、給付金の受給を辞退したものとみなすことに同意

　します。

⑥瑞穂町が支給決定した後、申請書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ令和５年３月３１日までに、瑞穂町が

　申請・請求者に連絡・確認できない場合に、給付金が支給されないことに同意します。

⑦同じ申請・受給者が、給付金について2回以上の申請をした場合は、瑞穂町が当該2回目以降の申請を無効とすることに同意します。

⑧給付金の支給後、申請書への記載事項について虚偽であることが判明した場合や給付金の支給要件に該当しないことが判明した場合

　には、給付金を返還します。

⑨同一世帯について、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金を受給していません。受給していた場合には本給付金を返還します。

⑩この給付金を受給した後で、国が実施する「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」の支給を受けようとする場合は、この給

　付金を返還するものとし、返還が行われるまでの間は「住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金」の支給が行われないことに同

　意します。

⑪瑞穂町が申請書を送付した方の内、申請していない方に対し、再度申請書を送付する場合に、送付対象者から既に申請している方を

　除くために、この申請書に記載された情報を利用することに同意します。

⑫本給付金が課税収入であることを承知しています。

【提出書類】

（１） 瑞穂町住民税均等割のみ課税世帯臨時特別給付金申請書（請求書）　（本書）

（２） 「申請・請求者本人確認書類の写し（コピー）」
※本人（代理人）確認書類の例
ア　公的機関が発行する写真付証明書
　　　マイナンバーカード（個人番号カード）、写真付住基カード、運転免許証、運転経歴証明書、パスポート、身体障害者
　　　手帳、精神障害者保険福祉手帳、療育手帳、介護支援専門員証、写真付在留カード、写真付特別永住者証明書など
イ　その他氏名、住所等が確認できる書類
　　介護保険被保険者証、年金手帳、各種免許証、各種資格者証、学生証、社員証、保護手帳、
　　各種公共機関から発行された領収書（税金・社会保険料・公共料金等領収書等）など

（３） 「受取口座を確認できる書類の写し（コピー）」
※口座確認書類の例
受取口座の金融機関名、口座番号、口座の名義人（カナ）が分かる通帳やキャッシュカードの写し

（４） 世帯員が令和４年１月１日時点の住所が瑞穂町外の住所の場合
令和４年１月１日時点でお住まいの市町村が発行する令和４年度住民税の「納税通知書」又は「課税証明書」の写し（コピー）
※ただし、２００７年（平成１９年）４月２日以降に生まれた方で、かつ収入がない場合は添付不要です。

※【誓約・同意事項】のチェック漏れや添付書類の不備がある場合、給付を受けられません。御確認願います。

令和　　　年　　　　月　　　　日
申請者氏名

本枠内は必ず記入してください。

代
理
人

（フ　リ　ガ　ナ） 代理人生年月日 代　理　人　住　所

代　理　人　氏　名
明治・大正・昭和・平成

【誓約・同意事項】　全ての項目を確認し□にチェック（レ）してください。チェックがなければ本給付金は受給できません。

□　上記の全ての誓約・同意事項について確認し、誓約・同意します。

本申立ての内容に相違ありません。


　　　　年　　　　月　　　　日 携帯電話等、日中に連絡がとれる番号　　　　　-　　　　　-

上記の者を代理人と認め、
　　　　給付金の　　確認・請求　　　　　　　を委任します。
　　　　　　　　　　受給　　　　　　　　　←法定代理の場合は、
                    確認・請求及び受給　　  委任方法の選択は不要です。

世帯主
氏名

署名（又は記名押印）　※法定代理人の場合は署名（記名押印）は不要です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町赤ちゃん応援臨時給付金事業 

担 当 部 署 福祉部 子育て応援課 子育て支援係  

担 当 者 名        島﨑 友介 

補助対象 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに出生し、かつ、町の住民基本台帳

に記録されている乳児を養育している方 

※補助見込額 ９，０００，０００円＝５０，０００円×乳児１８０人 

 

規 程 等 

令和４年度瑞穂町赤ちゃん応援臨時給付金給付事業実施要綱 

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

１ 目的 

令和４年４月１日以後に出生した子どもを対象に、町独自の給付を実施すること

で、今後、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、食費や光熱水費等

の高騰等に直面する出産を迎えた世帯の感染対策に対する特別の負担感を軽減する

とともに、新たに住民となった乳児の健やかな成長を応援するものです。 

 

２ 申請方法 申請による手続きとします。 

①児童手当・乳幼児医療費助成申請時に、窓口で受け付けます。 

②令和４年７月２１日までに出生した乳児を養育している方に郵送している申請 

書を、町に返送又は窓口で受け付けます。 

 

３ 申請期限 令和５年４月１７日（月） 

 

４ 周知 

 広報みずほ、町ホームページ、みずほニュース及び窓口でのチラシ配布にて周 

知、また、令和４年７月２１日までに出生した乳児を養育している方には、申請 

書類を個別に通知します。 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

新型コロナウイルス感染症による住民生活（生計）への影響が長期化し、また、その終 

息の目途も立っていない状況です。そのような現下の状況の中、出生した子の成長を応援

する意味で、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、当該児を養育

する世帯を支援することは、子育て支援に力を入れている町の方針とも整合性があります。 

 

補助金額 

給付額 乳児１人当たり５０，０００円 

kikaku
テキストボックス
4報告-３



補助割合 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充てる予定です。 

 

参考） 

【歳入】１５国庫支出金－２国庫補助金－１総務費国庫補助金 

節 細節 科目名 金額 内訳 

 ３ ０１ 新 型 コ ロ ナ

ウ イ ル ス 感

染 症 対 応 地

方 創 生 臨 時

交付金 

5,000,000 円 財政部局で調整 

計 5,000,000 円  

 

【歳出】３民生費－２児童運営費－１児童福祉総務費 

節 細節 科目名 金額 内訳 

１１ ０１ 通信運搬費 37,000 円 案内通知   ＠94 円×100 件 

料金受取人払 ＠99 円×100 件 

振込日通知  ＠94 円×180 件 

１８ ０１ 負担金、補助

及び交付金 

9,000,000 円 ＠50,000 円×180 人 

計 9,037,000 円  
 

実施期間 

 令和４年８月１日から令和５年４月１７日まで 

 

その他 

当該事業は、令和２年度に実施しました赤ちゃん応援臨時給付金給付事業と同様に

実施するものです。 

 

 



 

令和４年度瑞穂町赤ちゃん応援臨時給付金給付事業実施要綱  

 

令和４年８月１日  

告 示 第 １ ６ ０ 号 

 

（目的）  

第１条  この要綱は、乳児に対する臨時の給付金（以下「赤ちゃん

応援臨時給付金」という。）の給付を予算の範囲内で実施するこ

とにより、新型コロナウイルス（新型コロナウイルス感染症（病

原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月

に、中華人民共和国が世界保健機関に対して、人に伝染する能力

を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症を

いう。）の原因となる病原体をいう。）と共存が求められる中で、

出産を迎えた世帯の感染対策に対する特別の負担感を軽減すると

ともに、新たに瑞穂町（以下「町」という。）の住民となった乳

児の健やかな成長を応援することを目的とする。  

 （給付対象者）  

第２条  赤ちゃん応援臨時給付金の給付対象者（以下「給付対象者」

という。）は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの

間に出生した者で、出生により町の住民基本台帳に初めて記録さ

れ、第１１条第１項に規定する申請の日まで引き続き記録されて

いるものとする。  

 （給付額）  

第３条  赤ちゃん応援臨時給付金の給付額は、給付対象者１人につ

き５万円とする。  

 （申請・受給権者）  

第４条  赤ちゃん応援臨時給付金の申請・受給権者（以下「申請・

受給権者」という。）は、給付対象者を養育している者（瑞穂町

乳幼児の医療費の助成に関する条例（平成５年条例第１９号）第

２条第２項に規定する乳幼児を養育している者をいう。）とする。  

２  申請・受給権者は、給付対象者の出生した日（以下「給付対象

者出生日」という。）から第１１条第１項に規定する申請の日ま

で引き続き町の住民基本台帳に記録されている者（給付対象者出



 

生日以前に、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条

の規定に基づき住民票を消除されていた者で、給付対象者出生日

において、日本国内で生活していたが、いずれの市町村（特別区

を含む。以下同じ。）の住民基本台帳にも記録されておらず、か

つ、給付対象者出生日の翌日以後初めて住民基本台帳に記録され

ることとなったもの及び給付対象者出生日以前に出生した戸籍を

有しない者で、給付対象者出生日において、日本国内で生活して

いたが、いずれの市町村の住民基本台帳にも記録されておらず、

かつ、住民基本台帳に記録されている者に準ずるものとして町長

が認めるものを含む。）とする。  

３  前項の規定にかかわらず、町長は、申請・受給権者が令和４年

４月１日以後に町の区域内に転入した者であるときは、当該転入

した者の属する世帯の者が妊婦面接及び母子保健法（昭和４０年

法律第１４１号）第１１条の規定による新生児訪問指導又は児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第４項に規定す

る乳児家庭全戸訪問事業による訪問その他これらに代わる方法に

よって居住実態の確認を受けることにより、申請・受給権者とす

ることができる。  

 （ＤＶ等避難者の取扱い）  

第５条  前条の規定にかかわらず、給付対象者を養育している者が

配偶者からの暴力を理由に避難し、配偶者と生計を別にしている

者（婦人相談所一時保護所（一時保護委託契約施設を含む。）又

は婦人保護施設の入所者の暴力被害が、当該入所者の親族等、当

該入所者が属する世帯の者を加害者とするものであって、当該親

族と生計を別にしている入所者を含む。以下「ＤＶ等避難者」と

いう。）及びその同伴者であって、給付対象者出生日において居

住地に住所を定め、転入又は転居について、届出をしていないも

の又は職権に基づいて住民票の記載をされていないものが、次の

各号のいずれかの要件を満たしている旨を町長に申し出た場合、

当該ＤＶ等避難者は、申請・受給権者とする。  

（１）当該配偶者に対し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第１０条の規定

に基づく保護命令（同条第１項第１号の規定に基づく接近禁止



 

命令又は同項第２号の規定に基づく退去命令）が出されている

こと。  

（２）婦人相談所による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関す

る証明書」（婦人相談所以外の配偶者暴力対応機関（行政機関

及び関係機関が連携してＤＶ被害者支援を行っている民間支

援団体を含む。）が発行した確認書及び親族からの暴力を理由

に婦人相談所一時保護所又は婦人保護施設に入所している者

に婦人相談所により発行される「配偶者からの暴力の被害者の

保護に関する証明書」と同様の内容が記載された証明書を含

む。）が発行されていること。  

（３）給付対象者出生日の翌日以後に住民票が町において作成され、

住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年自治振第１５０号等自

治省行政局長等通知）に基づく支援措置の対象となっているこ

と。  

（施設入所等乳児の取扱い）  

第６条  第２条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る乳児が令和５年３月３１日までに町の住民基本台帳に記録され、

かつ、当該乳児を養育している者が町の住民基本台帳に記録され

ているときは、当該乳児を給付対象者とする。  

（１）児童福祉法第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養

育事業を行う者又は同法に規定する里親に委託されている乳

児（保護者（同法に規定する保護者をいう。次号において同じ。）

の疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環境上の理由

により家庭において養育することが一時的に困難となったこ

とに伴い、２月以内の期間を定めて行われる委託をされている

乳児を除く。）  

（２）児童福祉法の規定により障害児入所給付費の支給を受けて若

しくは同法の規定により入所措置が採られて同法に規定する

障害児入所施設（以下「障害児入所施設」という。）に入所し、

若しくは同法の規定により同法に規定する指定発達支援医療

機関（以下「指定発達支援医療機関」という。）に入院し、又

は同法の規定により入所措置が採られて同法に規定する乳児

院（以下「乳児院」という。）に入所している乳児（２月以内



 

の期間を定めて行われる障害児入所施設への入所若しくは指

定発達支援医療機関への入院又は保護者の疾病、疲労その他の

身体上若しくは精神上又は環境上の理由により家庭において

乳児を養育することが一時的に困難となったことに伴い、２月

以内の期間を定めて行われる乳児院への入所をしている乳児

を除く。）  

（３）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する救護施

設、更生施設若しくは日常生活支援住居施設に入所し、又は売

春防止法（昭和３１年法律第１１８号）に規定する婦人保護施

設に入所している乳児（２月以内の期間を定めて行われる入所

をしている者及び一時保護委託がされている者を除き、乳児の

みで構成する世帯に属している者に限る。）  

（４）児童福祉法の規定により同法に規定する母子生活支援施設に

入所している乳児（２月以内の期間を定めて行われる入所をし

ている者を除き、乳児のみで構成する世帯に属している者に限

る。）  

（代理人の範囲）  

第７条  申請・受給権者に代わり、代理人として申請を行うことの

できる者は、次に掲げる者に限るものとする。  

（１）法定代理人（成年後見人、代理権付与の審判がなされた保佐

人、代理権付与の審判がなされた補助人等をいう。）  

（２）親族その他の平素から申請・受給権者本人の身の回りの世話

をしている者等で町長が特に認めるもの  

（３）申請・受給権者本人による申請・受給が困難な場合で、かつ、

代理が当該給付対象者のためであると認められる場合の任意

代理として、次のアからオまでに掲げる場合において、当該ア

からオまでに掲げる者  

ア  寝たきりの者、認知症の者等の場合  民生委員、町内会・

自治会長、親類の者その他平素から申請・受給権者本人の身

の回りの世話をしている者であって、当該者による代理申請・

受給が適当であると町長が特に認めるもの  

イ  老人福祉施設、児童福祉施設及び身体・知的・精神障害者

施設に入所している者の場合  施設の職員  



 

ウ  里親制度を利用している里子で、里親の住所地に単身世帯

として住民基本台帳に記録されているものの場合  里親  

エ  ＤＶ等避難者の場合  民間支援団体の職員  

オ  留置施設・刑事施設に留置・収容されている未決拘禁者の

場合  弁護士  

２  町長は、代理人から赤ちゃん応援臨時給付金の代理申請があっ

たときは、委任状（申請書の委任欄への記載を含む。）を当該代

理人から提出させ、代理人の本人確認書類及び申請・受給権者と

の間の代理関係を確認する。  

３  町長は、代理人の本人確認ができなかった場合又は申請・受給

権者と代理人との間の代理関係を確認できなかった場合は、代理

申請を受け付けないものとする。  

（給付対象者の名簿の作成等）  

第８条  町長は、令和４年４月１日から町長が別に定める日までの

間に出生した者及び当該期間の翌日以後おおむね１５日ごとの期

間に出生した者を町の住民基本台帳から抽出して、瑞穂町赤ちゃ

ん応援臨時給付金給付対象者名簿（様式第１号。以下「給付対象

者名簿」という。）を作成する。  

２  町長は、給付対象者名簿に基づき、給付対象者の申請受付状況、

振込口座の情報、給付決定状況等の管理等を行う。  

 （ＤＶ等避難者の記録等）  

第９条  町長は、ＤＶ等避難者の申出者（受給候補者）及び被申出

者（受給停止者）を給付対象者名簿に記録し、随時その内容を更

新するものとする。  

（申請書の様式）  

第１０条  申請書の様式は、瑞穂町赤ちゃん応援臨時給付金給付申

請書兼請求書（様式第２号）を用いるものとする。  

（申請）  

第１１条  申請・受給権者は、町長が給付対象者名簿に基づいてあ

らかじめ当該申請・受給権者宛てに郵送した申請書に、赤ちゃん

応援臨時給付金の給付に必要な事項を記入し、当該申請書を町長

に提出するものとする。  

２  前項の方法を採ることが困難であって、町長が特に認めるとき



 

は、同項以外の方式によることができる。  

３  申請・受給権者は、町長が行う赤ちゃん応援臨時給付金の給付

申請の審査及び振込みのために必要な当該申請・受給権者及び養

育している乳児に係る個人情報を調査することに同意しないとき

は、次に掲げる書類を添えて町長に申請するものとする。  

（１）個人番号カード、運転免許証、健康保険証、年金手帳等の写

し等の本人確認書類  

（２）金融機関名、口座番号及び口座名義人が分かる通帳並びにキ

ャッシュカード、インターネットバンキング等の画面の写し等

の振込先口座の確認書類  

４  赤ちゃん応援臨時給付金の申請は、給付対象者１人につき１回

とする。  

（申請受付開始日）  

第１２条  申請受付開始日は、町長が別に定める。  

（申請期限）  

第１３条  申請期限は、令和５年４月１７日までとする。  

（給付決定）  

第１４条  町長は、第１１条の規定により、提出された申請書を受

け付けたときは、速やかに内容を審査した上で、給付を決定し、

赤ちゃん応援臨時給付金を申請・受給権者に給付する。  

（給付方法）  

第１５条  給付方法は、前条の規定により給付決定をした後、申請・

受給権者の本人名義の銀行口座への振込みにより行う。  

２  町長は、前項の規定にかかわらず、銀行口座がない等、真にや

むを得ない場合に限り、窓口における給付を認めるものとする。  

（不当利得の返還）  

第１６条  町長は、偽りその他不正な手段により赤ちゃん応援臨時

給付金の給付を受けたと認めるときは、給付した額の全部又は一

部を返還させることができる。  

（申請が行われなかった場合等の取扱い）  

第１７条  第１１条第１項に規定する申請書の送付を行ったにもか

かわらず、申請・受給権者から申請期限までに申請が行われなか

ったときは、申請・受給権者が赤ちゃん応援臨時給付金の受給を



 

辞退したものとみなす。  

２  町長が第１４条の規定による給付の決定を行った後、申請書の

不備による振込不能等、申請・受給権者の責めに帰すべき理由に

より給付ができなかった場合で、町長が申請・受給権者又はその

代理人に連絡又は確認に努めた上でなお補正等が行われず、令和

５年６月３０日を経過したときは、当該申請が取り下げられたも

のとみなす。  

 （補則）  

第１８条  この要綱に定めるもののほか、赤ちゃん応援臨時給付金

の給付について必要な事項は、瑞穂町補助金等交付規則（平成１

８年規則第１１号）に定めるところによる。  

 

   附  則  

 （施行期日等）  

１  この告示は、告示の日から施行し、令和４年４月１日から適用

する。  

（準備行為）  

２  第１１条の規定により行う必要な手続その他の行為は、この告

示の施行の日前においても行うことができる。  

 （失効等）  

３  この告示は、令和５年４月１７日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに第１１条に規定する申請がされたものについては、

この告示の失効後も、なおその効力を有する。  



様式第２号（第１０条関係）      （表） 

 

瑞穂町赤ちゃん応援臨時給付金給付申請書兼請求書 

 

瑞穂町長 あて 

給付対象者（乳児） 

 

 

 

 

申請者（養育している方）＊代理申請の場合は、裏面も記入 

 

 

 

 

 

 

 

 次の事項に同意の上、赤ちゃん応援臨時給付金（乳児１人当たり５万円）の支給

を申請しますので、下記指定の口座にお支払いください。 

 （同意事項） 

  １ 受給資格及び振込先口座情報の確認に当たり、瑞穂町保有の公簿等で確認が行われ 

る場合があること。 

  ２ 公簿等で確認できないときは、関係書類の提出を求められ、これに応じること。 

  ３ 口座の不備等で振込みが完了せず、瑞穂町が令和５年６月３０日までに申請者（代

理人を含む。）に連絡し、及び確認することができないときは、この申請が取り下げ

られたものとみなされること。 

  ４ 申請者が給付に係る乳児を養育している者でなく、赤ちゃん応援臨時給付金の給付

を受けた事実が判明したときは、返還に応じること。 

 

振込先口座（申請者（養育している方）本人名義の口座に限ります。） 

口座名義人                   

ゆうちょ銀行 
通帳の記号 通帳の番号 

１    ０ ―        １ 

銀行等の口座 

銀行・信金・信組 

信連・農協・漁協 

本店 

       支店 

□普通 

□当座 

口座番号 

       

氏名  

生年月日 令和  年  月  日 

氏名 

（自署又は記名押印） 
○印  

住所 
瑞穂町 

日中に連絡の取れる 

電話番号 
―      ― 



（裏） 

 

乳児を養育している方が病気、長期不在等の理由で申請できない場合に代理人を選

任して委任することができます。 

代理申請を御希望の方は、記入前に子育て応援課に御連絡ください。 

電話番号 ０４２（５５７）７６２４ 

     午前８時３０分～午後５時（土・日曜日、休日を除く。） 

 

瑞穂町長 あて 

 

養育している方 

 

 

 

 私は、次の者を代理人に定め、赤ちゃん応援臨時給付金の申請、請求及び受給を

委任します。 

代理申請者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振込先口座（代理申請者本人名義の口座に限ります。） 

口座名義人                   

ゆうちょ銀行 
通帳の記号 通帳の番号 

１    ０ ―        １ 

銀行等の口座 

銀行・信金・信組 

信連・農協・漁協 

本店 

       支店 

□普通 

□当座 

口座番号 

       

  

（添付書類） 

     代理人の方の本人確認書類（個人番号カード、運転免許証、健康保険証、年金

手帳等）の写しを添付してください。 

氏名 

（自署又は記名押印） 
○印  

代理人氏名  

申請者との関係  

住所 
 

日中に連絡の取れる 

電話番号 
―      ― 



様式第１号（第８条関係）

瑞穂町赤ちゃん応援臨時給付金給付対象者名簿

連番 宛名番号 乳児氏名 乳児生年月日 住所 母の氏名 転入世帯 養育者（申請者）氏名 申請書類送付日 申請書受付日 住民要件確認 振込先口座確認 給付額（円） 給付決定日 備考
給付対象者、申請・受給権者の情報 処理処理経過



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        羽村・瑞穂地区学校給食組合臨時負担金 

担 当 部 署 教育部  学校教育課   

担 当 者 名         大澤 達哉 

補助対象 

 羽村・瑞穂地区学校給食組合 

 （町立小中学校に就学する児童・生徒の保護者） 

規 程 等 

 羽村・瑞穂地区学校給食組合規約 

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

１ 目的 

昨今の食材価格高騰に伴う学校給食食材費の増額分に対し、児童・生徒の保護者の経

済的負担を軽減するため、羽村・瑞穂地区学校給食組合に対し臨時の負担金を交付する

ことで、学校給食費を改定（増額）することなく、これまでどおりの栄養バランスや量

を保った学校給食を提供します。 

２ 対象者 

  町立小・中学校に就学する児童・生徒の保護者 

３ 支出方法 

  羽村・瑞穂地区学校給食組合への臨時負担金の交付 

４ 積算根拠 （羽村・瑞穂地区学校給食組合による算出） 

  令和４年６月と前年同月との消費者物価指数の食材に係る上昇率 3.9％を給食費

単価に加算し、小学校は 9 円／食、中学校は 11 円／食を食材費高騰による影響額と

します。 

9 月（2 学期）以降の影響額 

 小学校：9 円／食×119 日×4,122 人＝4,414,662 円≒4,415,000 円 

 中学校：11 円／食×110 日×2,156 人＝2,608,760 円≒2,608,000 円 

 小・中学校影響額総額：7,023,422 円≒7,023,000 円 

羽村市と瑞穂町の配分（児童・生徒数の按分割合による） 

 羽村市児童・生徒数：2,632 人＋1,407 人＝4,039 人（64.34％） 

 瑞穂町児童・生徒数：1,490 人＋749 人＝2,239 人（35.66％） 

 羽村市：7,023,000 円×64.34％＝4,518,598 円≒4,519,000 円 

 瑞穂町：7,023,000 円×35.66％＝2,504,401 円≒2,504,000 円 

 

kikaku
テキストボックス
4報告-４



補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 食材価格高騰に伴う学校給食食材費の増額分に対し、児童・生徒の保護者の経済的負担

を軽減するため、羽村・瑞穂地区学校給食組合に対し臨時の負担金を交付することで、学

校給食費を改定（増額）することなく、これまでどおりの栄養バランスや量を保った学校

給食を提供します。 

 また、子どもたちの健やかな成長に欠かせない給食の質を確保するためにも、食材費の

支援は必要不可欠なものです。 

補助金額 

 2,504,000 円 

補助割合 

 10/10 

実施期間 

 令和４年度 

＊食材価格の高騰が令和５年度以降も継続する場合は、羽村・瑞穂地区学校給食組

合の給食費の状況により延長等について、給食組合及び羽村市と協議・調整しま

す。 

その他 

 準備スケジュール 

  令和４年 ９月   令和４年第３回定例議会に補正予算を計上 

      １０月以降 羽村・瑞穂地区学校給食組合からの請求に基づき支出 

 

 



○羽村・瑞穂地区学校給食組合規約  

昭和４６年４月２２日  

東京都知事許可  

変更  昭和４７年３月２５日東京都知事許可  

昭和４９年１１月１４日東京都知事許可  

平成３年１１月１日東京都知事許可  

平成４年５月１日東京都知事許可  

平成１９年４月１日東京都知事許可  

第１章  総則  

（組合の名称）  

第１条  この組合は、羽村・瑞穂地区学校給食組合（以下「組合」

という。）という。  

（組合を組織する地方公共団体）  

第２条  組合は、羽村市及び瑞穂町（以下「組織市町」という。）

をもって組織する。  

（平成３年・一部変更）  

（共同処理する事務）  

第３条  組合は、学校給食法の規定に基づく、学校給食の実施に必

要な施設の建設及び設備並びに学校給食の運営に関する事務を共

同処理する。  

（事務所の位置）  

第４条  組合の事務所は、東京都羽村市神明台４丁目２番１９号に

置く。  

（昭和４７年・平成３年・一部変更）  

第２章  組合の議会  

（議員の定数及び選挙の方法）  

第５条  組合の議会（以下「議会」という。）の議員（以下「議員」

という。）の定数は６人とし、組織市町の議会において、当該議

会の議員のうちから各３人を選挙する。  

（平成３年・一部変更）  

（議員の任期）  

第６条  議員の任期は、組織市町の議会の議員の任期による。  

２  議員が組織市町の議会の議員の職を失ったときは、その職を失



う。  

（平成３年・一部変更）  

（補欠選挙）  

第７条  議員に欠員を生じたときは、すみやかに補欠選挙を行わな

ければならない。  

（議長及び副議長）  

第８条  議会は、議員のうちから議長及び副議長１人を選挙する。  

２  議長及び副議長の任期は、議員の任期による。  

第３章  組合の執行機関  

（管理者及び副管理者）  

第９条  組合に管理者及び副管理者各１人を置く。  

２  管理者及び副管理者は、組織市町の長の互選による。  

３  管理者及び副管理者の任期は、組織市町の長の任期による。  

４  管理者及び副管理者が組織市町の長の職を失ったときは、その

職を失う。  

（平成３年・一部変更）  

（管理者の職務代理）  

第１０条  管理者に事故があるとき、又は管理者が欠けたときは、

副管理者がその職務を代理する。  

（会計管理者）  

第１１条  組合に会計管理者１人を置き、管理者が任免する。  

２  会計管理者は、組織市町の会計管理者のうちから、管理者が任

免する。  

（平成１９年・全改）  

（職員）  

第１２条  組合に第９条及び前条に定めるもののほか職員を置き、

管理者が任免する。  

（平成１９年・全改）  

（監査委員）  

第１３条  組合に監査委員２人を置く。  

２  監査委員は、議員及び識見を有する者のうちから、それぞれ管

理者が議会の同意を得て選任する。  

３  監査委員の任期は、議員のうちから選任された者にあっては、



議員の任期によるものとし、識見を有する者にあっては、４年と

する。  

（昭和４９年・平成４年・一部変更）  

第４章  組合の経費  

（経費の支弁の方法）  

第１４条  組合の経費は、事業収入、組織市町の負担金及びその他

の収入をもって支弁する。  

２  前項の負担金については、議会の議決を経て管理者がこれを定

める。  

（平成３年・一部変更）  

附  則  

１  この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行する。  

２  第９条の規定により、管理者が選任されるまでの間は、羽村市

長が管理者の職務を行う。  

（平成３年・一部変更）  

附  則（昭和４７年３月２５日東京都知事許可）  

この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行する。  

附  則（昭和４９年１１月１４日東京都知事許可）  

この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行する。  

附  則（平成３年１１月１日東京都知事許可）  

この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行する。  

附  則（平成４年５月１日東京都知事許可）  

この規約は、東京都知事の許可があった日から施行する。  

附  則（平成１９年４月１日東京都知事許可）  

（施行期日）  

１  この規約は、東京都知事の許可のあった日から施行し、改正後

の羽村・瑞穂地区学校給食組合規約の規定は、平成１９年４月１

日から適用する。  

（経過措置）  

２  この規約の施行の際、現に在職する収入役は、その任期中に限

り、なお従前の例により在職するものとする。この場合において、

改正後の第１１条の規定は適用せず、改正前の第１１条の規定は、

なおその効力を有する。  



 


